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入札・契約適正化のための当面の方策について 【 概要 】 
 

企画財政部財政課 契約検査室 
 

  公共工事の入札・契約の適正化を図り、不正行為の防止を進めるとともに、地域

建設産業が健全に発展するため、当面次の方策を講じます。 
  
 １. 入札・契約の適正化の促進 

 (１) 予定価格の事前公表 

    特命随意契約(一者随意契約)を除き、予定価格の事前公表を試行。 

  (２)  変動型最低制限価格制度の導入 

    ダンピング防止及び市況を反映した適正価格での受注等を目的に、変動型

最低制限価格制度を試行導入。 

  (３)  一般競争入札の拡大 

    指名競争入札は順次その対象を縮小、制限付一般競争入札を拡大。 

  (４)  地域保全型工事入札制度の見直し 

    災害応急対策や除雪等の地域維持事業を担う地域建設業者を対象にした、

地域保全型工事入札制度を拡充。 

対象工事 : 上限金額を2,000万円未満から3,000万円未満に拡大。 

参加資格 : 1,500万円未満の層を細分化。(250万円未満 / C・D級) 

(５) 適切な工期の設定及び施工時期等の平準化 

12月補正予算において、新年度に予定している公共工事を前倒し発注する

ため、債務負担行為を設定。 

  (６)  建設工事等設計業務委託(建設コンサルタント)の成績評定 

    調査・設計についても成績評定を実施。 

 (７)  随意契約ガイドラインの制定 

    随意契約の判断基準や手続の明確化。 

 

２. 官製談合等の不正行為の排除の徹底 

(１) 職員のコンプライアンスの徹底 

   公正取引委員会派遣講師による官製談合防止研修会の開催や、職員の規範

意識等を確認するための全職員を対象にした個別面談を実施。 

(２) 外部からの働きかけに対する対策の強化 

   外部からの働きかけの内容等を記録、公表。 

(３) 不正行為に対するペナルティの強化 

    指名停止基準を改正。 

重大な独占禁止法違反行為等 : 24カ月 →  36カ月 

 

 ３. 地域建設産業の健全な発展 

 (１) 社会保険等未加入対策の強化 

    建設工事請負基準約款の改正等により、社会保険等未加入業者を排除。 

 (２) 中間前金払制度の適用範囲の拡大 

前金払適用範囲を請負代金の130万円以上に見直し。(現行工事500万円) 
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入札・契約適正化のための当面の方策について 

企画財政部財政課 契約検査室 

 

Ⅰ 趣旨 

  公共工事の入札・契約の適正化を図り、不正行為の防止を進めるとともに、地

域建設産業が健全に発展するため、当面次の方策を講じます。 

1. 入札・契約の適正化の促進 

2. 官製談合等の不正行為の排除の徹底 

3. 地域建設産業の健全な発展 

 

Ⅱ 具体的な取組 

 １. 入札・契約の適正化の促進 

   入札・契約に係る透明性の向上を図るとともに、公正な競争を促進するため、

予定価格の事前公表及び変動型最低制限価格制度の導入を試行します。 

併せて、競争性の向上を図るため、一般競争入札の範囲の拡大等に取り組み

ます。 

     また、地域建設産業の健全な発展に資するため、地域保全型工事入札制度を

見直すとともに、適切な工期の設定及び施工時期等の平準化に向けた取組を進

めます。 

 

 (１) 予定価格の事前公表 

    特命随意契約(一者随意契約)を除いて、予定価格の事前公表を試行すること

により、メリット・デメリットの検証を行います。 

    なお、競争見積り方式による随意契約に係る予定価格の公表は、事業担当課

で決定します。 

   ※ 別紙「予定価格等の事前公表について」参照。 

 

  (２)  変動型最低制限価格制度の導入 

    ダンピング防止及び市況を反映した適正価格での受注等を目的に、変動型

最低制限価格制度を試行導入します。 

  ① 建設工事 

予定価格を事前公表する競争入札に試行導入します。 

・ 下限価格を設定(事前公表) : 予定価格の85% 

・ 平均入札価格の算出 : 下限価格以上予定価格以下の入札金額の内、最高入

札額を除く残りの入札金額の合計額を、その合計額の対象となる入札参加

者数で除した額(その額に1円未満の端数を生じた場合は、その端数を切り

捨てた額)とする。 

ただし、有効な入札金額が最高入札金額のみである場合は、その額を平

均入札価格とする。 

・ 最低制限価格の算定方法(事後算定・事後公表) :  

最低制限価格 = (平均入札価格 + 下限価格) / 2 

※ 別紙「変動型最低制限価格の算定方法」参照。 
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② 建設コンサルタント等委託業務 (土木関係建設、補償関係、測量、地質調査) 

予定価格を事前公表する競争入札に試行導入します。 

・ 下限価格を設定(事前公表) : 予定価格の65%。 

・ 平均入札価格の算出 : 下限価格以上予定価格以下の入札金額の内、最高入

札額を除く残りの入札金額の合計額を、その合計額の対象となる入札参加

者数で除した額(その額に1円未満の端数を生じた場合は、その端数を切り

捨てた額)とする。 

ただし、有効な入札金額が最高入札金額のみである場合は、その額を平

均入札価格とする。 

・ 最低制限価格の算定方法(事後算定・事後公表) :  

最低制限価格 = (平均入札価格 + 下限価格) / 2 

※ 別紙「変動型最低制限価格の算定方法」参照。 

 

  (３)  一般競争入札の拡大 

    入札参加者の固定化の防止や競争性・透明性の向上を図るため、指名競争

入札は順次その対象を縮小し、制限付一般競争入札の拡大を図ります。 

    また、競争参加者については、市内事業者等の地域要件を設定しています

が、契約の性質又は目的により、「市内事業者だけでは適正な競争性を確保

することができない」、又は「技術的難易度等が高く市内事業者に契約を履

行することができる者が無い、あるいは極めて少数である」等の理由がある

場合には、競争参加者の範囲の拡大を図ります。 

 

  (４)  地域保全型工事入札制度の見直し 

    災害応急対策、除雪、修繕、パトロールなどの地域維持事業を担ってきた

建設業者の減少が進んでおり、地域においては安全・安心の維持に支障が生

じる恐れがあることが懸念されています。 

    このため、入札・契約の方式においても担い手確保に資する工夫が必要で

あることから、地域保全型工事入札制度の見直しを行います。 

※ 別紙「地域保全型工事入札制度の見直しの概要」参照。 

※ 別紙「建設工事入札参加資格者等登録者数(市内)の推移」参照。 

 

(５) 適切な工期の設定及び施工時期等の平準化 

    年度当初に事業量が少なく、年度内の工事量の偏りが激しいことや、工事

の完成時期が年度末に過度に集中することを避けるため、債務負担行為の積

極的な活用等の予算上の工夫や、建設資材や労働者の確保等の準備のための

工事着手までの余裕期間の設定といった契約上の工夫等を行うとともに、適

切な工期を設定のうえ、発注・施工時期の平準化に努めます。 

  ① 速やかな繰越手続 

   これまでは、3月補正予算において繰越明許費を設定して市議会に提出し

ていましたが、工事等を実施する中で、やむを得ない事由が生じた段階で速

やかに繰越手続を開始します。  

・ 12月議会、さらに前の9月議会に提出することも検討。 
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② 債務負担行為の積極的な活用 

   これまで単年度で実施することの多かった小規模工事等についても、複数

年度にわたる工期や業務の履行期間を設定する必要がある場合は、債務負担

行為を適切に活用します。 

   また、新年度で予定している公共工事を現年度に前倒し発注し、公共工事

の閑散期といわれる第1四半期の工事量を確保することで平準化を図るとと

もに、工事等の早期完了・代金の支払による景気浮揚策を兼ねて、12月補正

予算において債務負担行為(ゼロ市債を含む。)を設定します。 

※ ゼロ市債 : 債務負担行為のうち、初年度の支出がゼロのもので、年度内に 

  契約を行うが支出は翌年度のもの。 

③ 柔軟な工期の設定 

     受注者(下請業者を含む。)の円滑な工事施工体制の整備を図るため、工事

着手前に労働者の確保や建設資機材の調達を行うことができる余裕期間(最

大60日)を設定、受注者に工事着手時期の裁量を付与する余裕期間制度を試

行導入します。 

  【対象工事】 

   年度内に標準工期を確保できる工事であり、余裕期間を設定したとして

も、諸条件を考慮して繰越が生じない工事。着手時期や工期に制約をあるも

のを除く。  

例 : 債務負担行為を設定し、1月から3月に早期発注する工事等 

※ 別紙「施工時期等の平準化に関する取組」参照。 

 

  (６)  建設工事等設計業務委託(建設コンサルタント)の成績評定 

        公共工事の品質確保に当たっては、公共工事に関する調査及び設計の品質

確保が重要な役割を果たしていることから、調査及び設計についても、業務

の履行過程及び業務の成果を試行的に成績評定します。 

【成績評定の対象】 

・ 設計業務委託(建設コンサルタント) 契約金額が2,000千円以上。 

 

  (７)  随意契約ガイドラインの制定 

    随意契約の適性かつ円滑な運用を確保するため、随意契約ガイドラインを

定め、随意契約とする際の判断基準や手続等を示します。 

また、「佐渡市指示書発注工事等事務取扱要領」の運用についても併せて

見直しを行います。 

「佐渡市指示書発注工事等事務取扱要領」の運用の見直し(案) 

・ 50万円以下の少額の契約 : 1者以上から見積書を徴取。 

・ 50万円超130万円以下の競争性のある契約 : 2者以上から見積書を徴取。 

・ 複数見積徴取業者 : D級・C級の格付業者を含むこと。 

・ 迅速性(競争性)の判断基準 : 3カ月以内の発注等。 
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 ２. 官製談合等の不正行為の排除の徹底 

   入札・契約に係る不正行為を防止し、公正な競争を促進するとともに、佐渡

市が官製談合を二度と生起させることのないよう、職員のコンプライアンスを

徹底します。 

   また、不正行為を抑止する観点から、不正行為には厳正に対処します。 

 

(１) 職員のコンプライアンスの徹底 

   職員のコンプライアンス意識の向上及び入札談合リスクに対する意識を高

めるための研修等を開催します。 

 ① 公正取引委員会派遣講師による官製談合防止研修会の開催 

   日 時 : 平成30年8月10日(金) 13時 30分から 

   場 所 : 佐渡市役所 3階 大会議室 

   内 容 : 官製談合関連法令(独占禁止法、入札談合等関与行為防止法等)

の知識の習得。 

   対象者 : 全管理職員、契約・検査担当係長、発注担当係長、コンプライ

アンス担当係長等。60人程度 

 ② 庁内ネットワークを利用した官製談合関連法令等の知識の習得 

   日 時 : 5月から随時。 

   対象者 : 全職員 

 ③ 各部署の所属長による全職員を対象にした個別面談の実施 

   日 時 : 8月中 

      内 容 : 組織としての意識の明確化 /  

談合等に対する市職員の関与を許容しない、法令遵守の徹底と

不正な行為に対しての厳正な対処。 

チェックリストを用いた規範意識、外部からの働きかけ等の状

況の把握等。 

 

(２) 外部からの働きかけに対する対策の強化 

      予定価格等の秘密情報の問合せの意図及び目的並びに不正行為を疑わせる

事実の有無に関わらず、外部からの働きかけの内容等を記録し公表を行うこ

とにより、秘密情報の漏洩防止を徹底します。 

・ 秘密情報の範囲の明確化。 

(設計価格、予定価格、最低制限価格、入札参加者名及び入札参加者数等の非公

表の情報(予算等の関連情報を含む)) 

 

(３) 不正行為に対するペナルティの強化 

    不正行為の態様に応じた指名停止措置の一層の厳格化及び契約条項による損害

賠償の請求等、談合等の不正行為には厳しい措置を講じます。 

  ① 佐渡市建設工事請負業者指名停止措置要領の改正 

・ 重大な独占禁止法違反行為等 : 24カ月 →  36カ月 

・ 秘密情報を聞き出そうとした場合 : 1回目 注意、2回目 １カ月 

・ 秘密情報を不正に入手した場合 : 1月 → ３カ月以上7.5カ月以内 
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② 契約条項の見直し 

・ 建設コンサルタント等委託契約における損害賠償予定条項の設定。 

・ 損害賠償金額の見直し。請負代金の10分の1 → 10分の2 

  

 ３. 地域建設産業の健全な発展 

   元請業者に対し社会保険等未加入業者との契約締結を禁止する措置や、中間

前払金制度の適用範囲の拡大等を行うことにより、施工現場における労働環境

の改善及び元請業者の資金調達の円滑化を図ります。 

 

 (１) 社会保険等未加入対策の強化 

    建設工事請負基準約款を改正することにより、社会保険等未加入業者を下請

契約の相手方とすることを認めないものとします。 

    なお、下請業者の社会保険等加入状況は、施工体制台帳により確認します。 

※ 別紙「社会保険等未加入対策の強化について」参照。 

 

 (２) 中間前金払制度の適用範囲の拡大 

     佐渡市建設工事中間前払金取扱要綱を見直し、建設工事及び建設コンサルタン

ト等委託業務においては前金払適用範囲を、請負代金の130万円以上(建設工

事 : 現行500万円、建設コンサルタント等委託業務 : 現行300万円)としま

す。 

※ 中間前金払制度とは、前金払40%を支出済みの工事について、工期の2分の1

を経過し且つ出来形が50%以上であるときに、請負代金の20%を追加で支出す

ることができる制度。建設コンサルタント等委託業務は、前金払30%。 

※ 別紙「中間前金払制度の導入状況」参照。 
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予定価格等の事前公表について 

 

 

１ 予定価格事前公表のメリット・デメリット 

 

 

 

メリット デメリット 

 

○入札・契約に係る透明性が向上する。 

 

○建設業者の積算に係る負担等が軽減

できる。 

 

○建設業者は、工期と予定価格で工事

の規模を判断して入札に参加するこ

とができる。 

 

○入札不調が減少する。 

 

○職員に対する予定価格を探る行為な

どの不正行為の防止が可能となる。 

 

○職員の設計積算能力の向上が期待で

きる。 

 

○談合が一層容易に行われる可能性が

ある。 

 

○予定価格とほぼ同額の入札が可能と

なる。 

 

○最低制限価格を強く類推させ、そこ

に入札価格が集中してくじ引きが増

えやすい。 

 

○積算能力が不十分な事業者でも予定

価格を参考にして受注する事態が生

じる。 

 

○「公共工事の入札及び契約の適正化

を図るための措置に関する指針」等

では原則事後公表にすると規定して

いる。 

 

○日本弁護士連合会等は、事前公表を

原則禁止する意見を表明している。 
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２ 全国の状況 

■ 平成29年度 入札契約適正化法等に基づく実施状況調査 

  調査対象機関 国:19機関 特殊法人等:124法人 

          地方公共団体:47都道府県、20指定都市、1,721市区町村 

   調査対象時点 平成29年3月31日現在 

 

(１)予定価格の事前公表 

  予定価格の事前公表(事後公表又は非公表との併用を含む。)を行っている団体

は、都道府県においては 30 団体、指定都市においては 13 団体、市区町村におい

ては941団体となっており、いずれも過半数を超えている。 

  なお、国及び特殊法人等においては、国土交通省の所管である成田国際空港㈱

が唯一、案件により事前公表と事後公表を併用している。 

 

 

事後公表 

事前公表及

び事後公表

の併用 

事前公表 非公表 

非公表と

事後公表

の併用 

非公表と

事前公表

の併用 

国 18 0 0 0 1 0 

特殊法人等 120 1 0 1 2 0 

地
方
公
共
団
体 

都道府県 17 15 15 0 0 0 

指定都市 7 9 4 0 0 0 

市区町村 647 253 681 118 15 7 

小計 671 277 700 118 15 7 

計 809 278 700 119 18 7 

 

  ■ 事前公表している主な地方公共団体 

   都道府県:青森、岩手、宮城、茨城、石川、福井、愛知、奈良、島根、香川、 

愛媛、福岡、熊本、大分 

     指定都市:さいたま、静岡、名古屋、神戸、北九州、福岡、熊本 

     市区町村:旭川(北海道)、小千谷(新潟)、渋川(群馬)、倉敷(岡山)、 

総社(岡山)、唐津(佐賀)、うるま(沖縄) 等 

※ 新潟県内では、小千谷市のみが事前公表。 

※ 小千谷市を除き市区町村は、近年の官製談合発生市から抽出 
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(２)最低制限価格の事前公表 

    最低制限価格制度を導入している地方公共団体(1,535 団体/44 都道府県、20指

定都市、1,471市町村)のうち、最低制限価格の事前公表(事後公表又は非公表との

併用を含む。)を行っている団体は、都道府県においては２団体、指定都市におい

ては１団体、市区町村においては 169 団体となっており、いずれも少数となって

いる。 

  なお、国の場合はこの制度は採用されていない。 

 

 

事後公表 

事前公表及

び事後公表

の併用 

事前公表 非公表 

非公表と

事後公表

の併用 

非公表と

事前公表

の併用 

国 - - - - - - 

特殊法人等 0 0 0 1 1 0 

地
方
公
共
団
体 

都道府県 37 0 2 5 0 0 

指定都市 19 0 1 0 0 0 

市区町村 874 31 137 405 23 1 

小計 930 31 140 410 23 1 

計 930 31 140 411 24 1 

※ 特殊法人等で最低制限価格制度を採用しているのは２団体のみ。 

 

  ■ 事前公表している主な地方公共団体 

   都道府県:奈良、福岡 

     指定都市:福岡 

     市区町村:唐津(佐賀) 等 

※ 市区町村は、近年の官製談合発生市から抽出 

 

３ 国の動向 

(１) 公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針 

  ・ 入契法施行令第 4条第 2項及び第 7条の第 2項において個別の入札及び契

約に関する事項は、契約を締結した後、延滞なく、公表することを原則として

いることを踏まえ、適切に行うこととする。 

・ 入札の前には公表しない。 

(２) 発注関係事務の運用に関する指針 

  ・ 入札の前には公表しない。原則事後公表とする。 

※ 別紙「予定価格の事前公表のメリット・デメリット(総務省)」資料参照 
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４ 佐渡市の取組状況 

・ 平成17年6月から平成22年3月までの間、予定価格を事前公表、最低制限

価格を非公表とした。 

・ 平成 19 年 4 月から平成 22 年 3 月までの間、変動型最低制限価格制度を導

入。基準価格算出方法を事前公表、最低制限価格を事後設定・事後公表とし

た。 

 

(計算モデル)  

最低制限価格 = 基準額 - (予定価格 - 平均入札額) × 0.1 

          基準額の範囲:下限 予定価格7/10 

             上限 予定価格9/10 

※ 基準額算出方法は、公契連モデルを採用 

 

・ 平成22年4月からは、予定価格を事後公表とした。 

最低制限価格は公契連モデルを採用し、算出方法を事前公表した。 

・ 平成28年4月には、最低制限価格算出方法を新潟県方式に変更した。(予定

価格の91%) 

・ 平成 19年 4月から実施した変動型最低制限価格制度は、最低制限価格が基

準額を下回ることから、最低制限価格を下回る無効札が増加した。 

平成21年度においては、平均落札率も92.36%と低下した。 

・ 平成28年度における佐渡市の入札平均落札率は、95.1%  

参考:新潟県95.2%、新潟県内市町村94.5%(粟島浦村を除く)、 

県内最高 / 妙高市98.5% 

 

５ まとめ (予定価格等の事前公表について)  

・ 予定価格の事前公表は、職員による予定価格漏洩による不正リスク回避及び

建設事業者による予定価格を聞き出そうとする不正行為防止に効果がある。 

・ 多くの地方公共団体では、予定価格の事前公表が行われている。 

・ 最低制限価格を事前公表している地方公共団体はダンピング防止の観点等

から少ない。 

・ 落札価格の高止まりが懸念されているが、多くの地方公共団体が入札改革で

取り組んでいる一般競争入札の範囲拡大等、透明性と競争性の向上により防

止することができる。 

・ 現状は、積算基準の図書の公表や建設業者の積算能力の向上、さらには歩切

り禁止による設計価格=予定価格等により、既に予定価格の類推が可能とな

っている。 

・ 予定価格の類推が可能となっている現状では、既に最低制限価格を強く類推

させているが、佐渡市においては入札価格が最低制限価格に集中するという

問題は発生していない。 

・ 変動型最低制限価格制度は、入札価格を基に最低制限価格を設定する仕組み

であることから、地域の実勢価格を反映した最低制限価格の設定が可能であ

り、ダンピング防止や抽選落札防止に効果がある。 
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・ 建設業者の見積努力を損なわせることが懸念されているが、既に入札参加者

には工事費内訳書の提出が義務付けられている。 

・ 予定価格の事前公表は、建設業者の積算意欲を低下させるが、その影響は小

さい。建設業者の負担軽減等のメリットの方が大きいのではないか。 

・ むしろ、最低制限価格が予定価格の91%に設定され、競争が9%の範囲に限ら

れている方が、事業者自らの事業活動に見合った積算意欲を失わせることに

なる。 
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予定価格の事前公表のメリット・デメリット(総務省) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



13 

 

変動型最低制限価格の算定方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 具体的には、 

異なる入札が2つ以上ある場合、一番高額の入札を算定から除外する。 

もし、一番高額な入札が複数あるときは、その全てを算定から除外する。 

 

      ただし、有効な入札金額が全て同額である場合、算定から除外しない。 

      それが2者以上であれば、くじ引きとなる。 

 

 

 

 

 

 

予定価格（設計価格）

平均入札価格

最低制限価格

下限価格

無
効

無
効

有
効
な
入
札

失
格

算
定
の
対
象

１／２

１／２

一番高額の入札は、
平均の算定対象に入れない

開札後、有効な入札書の

うち、最も高額な入札を除
く残りの入札書により算出
した平均値

下限価格＋平均入札価格

２

建設工事 予定価格×85%
建設コンサルタント等業務

予定価格×65％
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＜変動型最低制限価格の算定方法＞ 

 

１. 工事  

【予定価格 １，０００，０００円】 

【下限価格   ８５０，０００円】 

 

【工事】３者の場合 

入
札
参
加
者
の
入
札
順
位
・
金
額 

入札順位 

(低い順) 
入札金額 備   考 

１位 ９３０，０００円 落札（９３％） 

２位 ９８０，０００円  

３位 ９９０，０００円 平均から除く 

平均額 ９５５，０００円 １～２位の平均 

最低制限価格（平均入札額+下限価格）／２ ９０２，５００円  

 

【工事】８者の場合 

 
入
札
参
加
者
の
入
札
順
位
・
金
額 

入札順位 

(低い順) 
入札金額 備   考 

１位 ８５０，０００円 失格 

２位 ８６５，０００円 失格 

３位 ８８０，０００円 落札（８８％） 

４位 ８９０，０００円  

５位 ９０５，０００円  

６位 ９１２，０００円  

７位 ９４５，０００円  

８位 ９７０，０００円 平均から除く 

平均額 ８９２，４２８円 １～７位の平均 

最低制限価格 

（平均入札額+下限価格）／２ 
８７１，２１４円  
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２.  建設コンサルタント等委託業務 

【予定価格 １，０００，０００円】 

【下限価格   ６５０，０００円】 

 

【建設コンサルタント等委託業務】３者の場合 

入
札
参
加
者
の
入
札
順
位
・
金
額 

入札順位 

(低い順) 
入札金額 備   考 

１位 ６５０，０００円 失格 

２位 ７００，０００円 落札（７０％） 

３位 ７５０，０００円 平均から除く 

平均額 ６７５，０００円 １～２位の平均 

最低制限価格（平均入札額+下限価格）／２ ６６２，５００円  

 

【建設コンサルタント等委託業務】８者の場合 

 
入
札
参
加
者
の
入
札
順
位
・
金
額 

入札順位 

(低い順) 
入札金額 備   考 

１位 ６５０，０００円 失格 

２位 ６８０，０００円 失格 

３位 ７２０，０００円 失格 

４位 ８５０，０００円 落札（８５％） 

５位 ９０５，０００円  

６位 ９２０，０００円  

７位 ９４５，０００円  

８位 ９７０，０００円 平均から除く 

平均額 ８１０，０００円 １～７位の平均 

最低制限価格 

（平均入札額+下限価格）／２ 
７３０，０００円  
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地域保全型工事入札制度の見直しの概要 

１. 現行 

工事の規模 
入 札 
参加資格 

地区別 

両津 相川 国仲 南部 

■  制限付一般競争入札 

1,500万円
未満 

Ａ･Ｂ･Ｃ･Ｄ 両津 相川 

旧町村別 
(佐和田･金
井・新穂･
畑野･真野) 

南部 

1,500万円
以上 

2,000万円
未満 

Ａ･Ｂ･Ｃ 両津 相川 国仲 南部 

２. 見直し案 

工事の規模 
入 札 
参加資格 

地区別 

両津 相川 国仲 南部 

■  指名競争入札 

250万円 
未満 

Ｃ･Ｄ･(Ｂ) 
南部(Ａ・Ｂ) 

両津 相川 

旧町村別 
(佐和田･金
井・新穂･

畑野･真野) 

旧町村別 
(小木･羽
茂･赤泊) 

■  制限付一般競争入札  

250万円 
以上 

400万円 
未満 

Ａ･Ｂ･Ｃ･Ｄ 両津 相川 

旧町村別 
(佐和田･金
井・新穂･
畑野･真野) 

旧町村別 
(小木･羽
茂･赤泊) 

400万円 
以上 

1,500万円 
未満 

Ａ･Ｂ･Ｃ･Ｄ 両津 相川 

旧町村別 
(佐和田･金
井・新穂･
畑野･真野) 

南部 

1,500万円 

以上 
3,000万円 

未満 

Ａ･Ｂ･Ｃ 両津 
相川 

※佐和田 

佐／真・金 

金／佐・新 
新／畑・金 
畑／真・新 
真／佐・畑 

南部 

※佐和田地区は、その他営業所を除く。 
※対象:2,000万円未満 → 3,000万円未満 
※入札参加資格等の見直し:1,500万円未満 A・B・C・D 
→  250万円未満C・D・(B)、南部(A・B)、指名競争入札(南部400万円未満まで) 
   400万円未満 旧市町村別 
   250万円以上1,500万円未満 A・B・C・D 
  1,500万円以上3,000万円未満 A・B・C、相川+佐和田、国仲隣接3地区 

※災害復旧工事等の緊急性を有するものは、工事の規模に関わらず、A・Bランクを加
えることができる。 
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平成29年度公共工事発注件数及び金額 

 

土木一式    

ランク 件数 金 額 うち１億2千万以上（A級のみ） 

A 10 846,288,000 円 128,520,000円(1) 

B 28 794,199,600 円   

C 78 572,364,600 円   

D 64 129,254,400 円   

計 180 2,342,106,600 円   

     
建築一式    

ランク 件数 金 額 うち１億2千万以上（A級のみ） 

A 4 1,920,909,600 円 1,802,919,600(3) 

B 7 209,574,000 円   

C 11 85,622,400 円   

D 2 5,097,600 円   

計 24 2,221,203,600 円   

 

地域保全型+土木一式B   

ランク 件数 金 額 

3,000万円未満 8 198,547,200円 

1,500万円以上 8 139,438,800円 

400万円以上 71 487,522,800円 

400万円未満 62 127,202,400円 

計 141+8 952,711,200円 

※ 3,000万円未満:H29土木一式B発注分(2,000万円以上3,000万円未満) 

 

 

 

（参考）   

全体 入札件数 金 額 

H29 302    6,614,060,400円 
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建設工事入札参加資格者等登録者数(市内)の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業種 H20 H25 H30 減少率 登録 H20 H25 H30 減少率

土木一式 123 100 89 27.6 % 業者数 183 149 135 26.2 %

建築一式 68 42 41 39.7 %

電気 29 25 22 24.1 %

管 78 60 54 30.8 %

舗装 42 39 35 16.7 %

0

20

40

60

80

100

120

140

H20 H25 H30

土木一式

建築一式

電気

管

舗装

▼ 【土木一式】

等級 H20 H25 H30 増減率

A級 9 9 11 122.2 %

B級 19 17 24 126.3 %

C級 42 24 17 59.5 %

D級 53 50 37 30.2 %

計 123 100 89 27.6 %

・Ａ級、Ｂ級の業者は微増。　・Ｃ級、Ｄ級業者は3割以上の減。
・Ｃ級業者の落ち込みが激しいが、Ｂ級とＤ級へ格付け変更による要因もある。
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▼ 【建築一式】

等級 H20 H25 H30 増減率

A級 7 6 8 114.3 %

B級 13 9 7 46.2 %

C級 20 13 13 35.0 %

D級 28 14 13 53.6 %

計 68 42 41 39.7 %

・Ａ級業者はほぼ平行線。　・Ｂ級以下は軒並み減。
・特にＤ級業者が5割以上の減となっている。
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H20 H25 H30

A級

B級

C級

D級

▼ 【地区別】

地区 H20 H25 H30 減少率

両津 47 41 38 19.1 %

相川 21 17 16 23.8 %

国仲 90 69 61 32.2 %

南部 25 22 20 20.0 %

計 183 149 135 26.2 %

・各地区とも登録業者数は年々減少。
・国仲地区は3分の１減少。特に真野地区(16→9)、金井地区(18→11)の業者数減が目立つ。
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▼ 【地区別・土木一式】

地区 H20 H25 H30 減少率

両津 26 22 19 26.9 %

相川 16 11 11 31.3 %

国仲 63 51 44 30.2 %

南部 18 16 15 16.7 %

計 123 100 89 27.6 %

・各地区とも登録業者数は年々減少。
・相川、国仲地区が3割以上の減少。特に真野地区の業者数が6割減(15→6)と目立つ。
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南部

▼ 【地区別・建築一式】

等級 H20 H25 H30 減少率

両津 14 10 8 42.9 %

相川 7 5 4 42.9 %

国仲 37 19 21 43.2 %

南部 10 8 8 20.0 %

計 68 42 41 39.7 %

・各地区とも登録業者数は、平成20年比で減少。
・両津、相川、国仲地区が4割以上の減少。特に金井地区(6→3)、新穂地区(5→1)の業
者数が5割以上減と目立つ。
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施工時期等の平準化に関する取組 
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発注前年度 発注年度 発注翌年度 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

発注前年度 発注年度 発注翌年度 

  

 

 

 

 

 

 

 

発注前年度 発注年度 発注翌年度 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

従 来 

設
計
・
積
算 

発
注
・
契
約 

債務負担行為を活用 

設
計
・
積
算 

債
務
負
担 

設
計
・
積
算 

発
注
・
契
約 

発
注
・
契
約 

債
務
負
担 

適切な工期設定を行った

上で、年度をまたぐ場合

は債務負担を設定。 

端境期における受注機会

の確保と事業量の平準化

を図る観点からゼロ債務

負担を設定。 
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社会保険等未加入対策の強化について 

 

■ 佐渡市建設工事請負基準約款の改正(案) 

 

（受注者の契約の相手方となる下請負人の社会保険等加入義務等） 

第８条の２ 受注者は、次の各号に掲げる届出をしていない建設業者（建設業法第

２条第３項に定める建設業者をいい、当該届出の義務がない者を除く。以下「社

会保険等未加入建設業者」という｡)を下請契約（受注者が直接締結する下請契約

に限る。以下この条において同じ｡)の相手方としてはならない。 

(1) 健康保険法（大正11年法律第70号）第48条の規定による届出 

(2) 厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第27条の規定による届出 

(3) 雇用保険法（昭和49年法律第116号）第７条の規定による届出 

２ 前項の規定にかかわらず、受注者は、当該建設業者と下請契約を締結しなけ

れば工事の施工が困難となる場合その他の特別の事情があると発注者が認める場

合は、社会保険等未加入建設業者を下請契約の相手方とすることができる。 

この場合において、受注者は、発注者の指定する期間内に、当該社会保険等未

加入建設業者が前項各号に掲げる届出をしたことを確認することのできる書類を

発注者に提出しなければならない。 

 

 

平成30年10月1日以後の入札公告又は入札執行通知に基づく建設工事の契約

から、社会保険等（雇用保険、健康保険、厚生年金保険）未加入業者を下請契約

（※）の相手方としてはならないこととします。 

ただし、社会保険等に加入義務のない方は、加入しているものとみなします。 

（※）受注者が直接契約する一次下請契約のことをいう。 

 

○ 対象となる下請業者 

建設業法による建設業許可を有する業者で、社会保険等の加入が義務付けられ

ている者です。 

※ 施工体制台帳により、下請業者の社会保険等加入状況を確認します。 

 

○ 特別な事情があると発注者が認める場合 

社会保険等未加入業者を下請契約の相手方とすることができますが、一定期間

内に加入手続きを行う必要があります。 

※ 「特別な事情」とは、例えば、災害に伴う応急工事を緊急に行う必要

がある場合や、特殊な技術等を必要とする工事で、そうした技術を有

する者と下請契約を締結しなければ契約の目的を達することができな

い場合等が考えられます。 

 

○ 違反した場合･･･契約違反として、受注者に対して指名停止措置等を実施。 
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中間前金払制度の導入状況 

H30.4.1現在 

自治体名 前金払適用範囲 中間前金払適用範囲 

新潟県 請負金額300万円以上 同左 

新潟市 請負金額250万円超 同左 

長岡市 請負金額200万円以上 同左 

上越市 請負金額130万円以上 請負金額130万円以上、工期60日以上 

三条市 請負金額300万円以上 同左 

柏崎市 請負金額130万円超 同左 

新発田市 請負金額130万円超 請負金額300万円以上 

小千谷市 請負金額500万円以上 同左 

加茂市 請負金額500万円以上 未導入 

十日町市 請負金額130万円超 同左 

見附市 請負金額200万円以上 同左 

燕市 請負金額500万円以上 同左 

村上市 請負金額500万円以上 同左 

糸魚川市 請負金額130万円以上 同左 

妙高市 請負金額50万円以上 同左 

五泉市 請負金額300万円以上 同左 

佐渡市 請負金額500万円以上 同左 

阿賀野市 請負金額500万円以上 請負金額500万円以上、工期150日以上 

魚沼市 請負金額300万円以上 請負金額500万円以上 

南魚沼市 請負金額500万円以上 同左 

胎内市 請負金額500万円以上 同左 

出雲崎町 請負金額500万円以上 同左 

湯沢町 請負金額300万円以上 同左 

津南町 請負金額130万円以上 同左 

田上町 請負金額300万円以上 請負金額300万円以上、工期150日以上 

聖籠町 請負金額300万円以上 同左 

阿賀町 請負金額500万円以上 同左 

弥彦村 請負金額500万円以上、工期50日以上 同左 

刈羽村 予定価格130万円超 同左 

関川村 請負金額130万円以上 同左 

粟島浦村 請負金額500万円以上 同左 

 


